
感染症発生動向調査事業 



 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下、「法」という。）第12条から
第16条に基づき、 

 

 感染症に関する医師等からの情報収集 

 専門家による解析（必要に応じ、感染症の発生の状況、動向及び原因を明らかにするため
の調査（積極的疫学調査）） 

 国民・医療関係者への情報提供及び公開 

を行うことにより、感染症に対する有効かつ的確な予防対策を図り、多様な感染症の発生・拡
大を防止することを目的とする 

 

【創設年度】 平成11年度 

【実施主体】 都道府県、政令市、特別区 

【負担率】 1/2 

【関連規定】 

○法第12条（全数把握）･･･医師から都道府県知事に届け出 

○法第13条（動物由来感染症の全数把握）･･･獣医師から都道府県知事に届け出 

○法第14条（定点把握）･･･都道府県知事が開設者の同意を得て指定届出機関を指定 

         指定届出機関の管理者は都道府県知事に届け出 

○法第15条（積極的疫学調査）･･･感染症の発生の状況、動向及び原因を明らかにするための調査 

○法第16条（感染症情報の公表）・・・収集した情報の分析、インターネット等の方法による公表 

             注）氏名等の個人を識別できる情報を除く。 

感染症発生動向調査事業の概要 

感染症発生動向調査事業とは 



【参考】感染症法の対象となる感染症  



【参考】感染症の分類と考え方 



保健所設置市・特別区の本庁 

○一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、新型インフルエンザ等感
染症及び五類感染症（全数把握対象疾患）の患者等を診断した医師 

○指定届出機関（患者定点）の管理者 
  当該医療機関の医師が五類感染症（定点把握   
  対象疾患）の患者等を診断した場合 
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保      健      所 
・保健所管内の患者情報の解析 

地方感染症情報センター 
・都道府県内等の患者情報、病原体情報の解析 

都  道  府  県  庁 
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      国立感染症研究所（感染症疫学センター） 
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届出（第12条） 

図中①：保健所を設置する市又は特別区が存在する場合 
図中②：都道府県が直接保健所を設置している場合 

① 

② 

患者情報の収集・分析及び提供・公開体制 

届出（第14条） 



病原体情報の収集・分析及び提供・公開体制 

②必要に応じて 
  検体の依頼 

③´検体提供 
（一部に限定） 

 ④ 
情報 
交換 

⑤報告 

⑥報告 ⑦還元 

⑧還元 ⑤報告 ⑧還元 

厚生労働省 
国立感染症研究所（感染症疫学センター） 

保 健 所 
管内の患者情報の分析 

地方衛生研究所等 
 管内の病原体情報の分析 

都   道   府   県  庁 

※ 届出を行った医師または定点（病原体定点及び非病原体定点）への情報還元は 
   必要に応じて実施 
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○一類感染症、二類感染症、三類感染
症、四類感染症、新型インフルエンザ等
感染症及び五類感染症（全数把握対象
疾患）の患者等を診断した医師 

○指定届出機関（患者定点）の管理者 
当該医療機関の医師が五類感染症（定点
把握対象疾患）の患者等を診断した場合 

①届出 
（第12条） 

病原体定点 
指定届出機関の一部を指定 ③検体提供 

（一部に限定） 

①´届出 
（第14条） 



  

指定届出機関（患者定点）の指定 

     
 
 
 
      ・ 患者発生届で報告された患者の検体の提供を受け、病原体の動向を監視 
  ・ 患者定点として指定された医療機関の中から、都道府県が指定 
  ・ 小児科病原体定点（約３００ヶ所）、インフルエンザ病原体定点（約５００ヶ所）、眼科病原体定点（約７０ヶ所） 
   基幹病原体定点（約５００ヶ所）がある 
   

 
  

病原体定点の指定 

指定届出機関等について 

    ・ 患者数が多く、全数を把握する必要がない感染症は、指定届出機関からの報告により発生動向を把握  
  ・ 届出を担当する医療機関（病院及び診療所）は、都道府県が指定 
  ・ 指定届出機関は、保健所管内の人口、医療機関の分布等を勘案し、可能な限り無作為に抽出 
  ・ 届出対象となる感染症ごとに以下の５つに分類により指定 

 【小児科定点】  小児科医療機関から指定                   約３,０００ヶ所   

 【インフルエンザ定点】  小児科定点に加え、内科医療機関から指定   約５,０００ヶ所 

 【眼科定点】  眼科医療機関から指定                        約７００ヶ所  

 【性感染症定点】   
産科、婦人科、産婦人科、性病科、泌尿器科、皮膚科医療機関から指定       約１,０００ヶ所 

 【基幹定点】    内科及び外科の診療科を持つ３００床以上の病院を、２次医療圏毎に 
             １ヶ所以上指定                                                                 約５００ヶ所 



情報の公表・還元 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

病原体の動向について公表 

 発生動向調査により得られた情報については、インターネット等を利用して速やかに公表 

啓発ポスターの作成 

インフルエンザ 
流行レベルマップ 
（国立感染症研究所 
ＨＰで情報を提供） 

患者発生の動向について公表 

インフルエンザの発生状況について 
（毎年9月～3月を目途に毎週公表） 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 通常の流行状況と異なる動向を検知した場合等、適宜注意喚起等を行い感染症の蔓延の防止を図る 

風しん予防啓発ポスター 麻しん患者の増加について
（情報提供及び協力依頼） 

重症熱性血小板減少症候群（SFTS） 
に関するQ&A（厚労省HP） 

＋ 



報告数・定点当たり報告数、疾病・都道府県別 

出典：IDWR(感染症週報)（厚生労働省健康局結核感染症課・国立感染症研究所） 



週別定点当たり報告数の推移（2004年～2014年） 

インフルエンザ 

感染性胃腸炎 

出典：IDWR(感染症週報)（厚生労働省健康局結核感染症課・国立感染症研究所） 



インフルエンザの地理的流行状況の比較 
（2010/11シーズン～2013/14シーズン） 

出典：今冬のインフルエンザの発生動向（2013/14シーズン）（厚生労働省健康局結核感染症課・国立感染症研究所） 



週別インフルエンザウイルス分離・検出報告数 
（2011/12～2013/14シーズン） 

出典：今冬のインフルエンザの発生動向（2013/14シーズン）（厚生労働省健康局結核感染症課・国立感染症研究所） 



 都道府県、政令市及び特別区（以下、「都道府県等」という。）が行う、感染症発生動向調査事業に要する費用（実支出
額）は、感染症予防事業費等国庫負担（補助）金交付要綱（以下、「交付要綱」という。）に基づき、当該費用の２分の１を
国が負担。 

 平成２２年度の予算執行調査（※１）において、予算執行等に関する指摘を受け改善を行った。 

 

 

（※１）財務省が、予算の執行の実態を調査して改善すべき点等を指摘し、予算の見直しや執行の適正化につなげていく取組。 

（※２）基準額と実支出額を比較し、少ない方の額を選定し、当該額に２分の１を乗じた額を国が負担 

主な改善点 

【平成２３年度以降（見直し後）】 
【平成２２年度まで（見直し前）】 

（感染症予防事業費等負担金） 
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次により算定した額の合計額
   ア 都道府県、指定都市 
    （ア）本庁分 1,792千円 
    （イ）保健所分 
      105千円×保健所数 
  イ 政令市（指定都市を
    除く） 
    （ア）本庁分  603千円 
  （イ）保健所分 
      105千円×保健所数 
    ウ 特別区     
  （ア）本庁分  180千円 
  （イ）保健所分105千円 

 
 感染症法第１４条、第１５
条及び第１６条の規定に基づ
く感染症の発生動向の把握、
調査及び情報の公表等に係る
必要な報酬、報償費、旅費、
賃金、需用費（備品費、消耗
品費、医薬材料費、燃料費、 
光熱水費、食糧費、印刷製本
費）、役務費、委託料、使用
料及び賃借料 
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定点医
療機関
報告経
費 

 
次により算定した額 
   4,000円(１月当たり)× 
  月数×定点医療機関数 
 

 
  感染症法第１４条の規定に
基づく感染症の発生動向の把
握の実施に必要な報酬、報償
費、委託料 

 
検査費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
次により算定した額 
   ア 都道府県、指定都市 
              7,787千円 
   イ 政令市（指定都市を
   除く） 
               3,320千円 
  ウ 特別区 
               1,411千円 
 
 

 
  感染症法第１４条、第１５
条の規定に基づく感染症の発
生動向の把握、調査に係る必
要な報酬、報償費、旅費、賃
金、需用費（備品費、消耗品
費、医薬材料費、燃料費、光
熱水費、食糧費、印刷製本費
）、役務費、委託料、使用料
及び賃借料 
 

  

（感染症予防事業費等負担金） 
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次により算出した額の合計額 
 
（１）事業運営費 
  ア 都道府県、指定都市 
    （ア）本庁分 7,462千円 
    （イ）保健所分 
    1,541千円×保健所数 
  イ 政令市（指定都市を
    除く）、特別区 
    （ア）本庁分 1,458千円 
     ただし、感染症発
    生動向調査システム
    を設置している政令
    市・特別区は5,297
    千円を加算する。 
  （イ）保健所分 
    1,541千円×保健所数 
  
（２）定点医療機関報告経費 
   4,000円(１月当たり)× 
  月数×定点医療機関数 
 
（３）検査費 
  ア 人 
    10,000円×検体検査数 
   ・都道府県、指定都市は 
   上限300検体 
   ・政令市（指定都市を除
  く）、特別区は上限50検 
   体 
  イ 動物 
   10,000円×検体検査数 
   ・都道府県、指定都市は 
   上限200検体 
   ・政令市（指定都市を除
  く）、特別区は上限50検 
   体 
  ウ 新型インフルエンザ 
  5,000円×検体検査数 
    上限500検体 
 

 
 感染症法第１４条、第１５
条及び第１６条の規定に基づ
く感染症の発生動向の把握、
調査及び情報の公表等に係る
必要な報酬、報償費、旅費、
賃金、需用費（備品費、消耗
品費、医薬材料費、燃料費、 
光熱水費、食糧費、印刷製本
費）、役務費、委託料、使用
料及び賃借料 
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【交付要綱の見直し】 

• 事務機器（パソコン、プリン
タ）等の経費を補助対象外
とする等の見直しを実施 

• 見直し前は「事業運営費」、
「定点医療機関報告経費」、
「検査費」の基準額の合計
額と実支出額の合計額と
の比較で、選定額を決定 

• 見直し後は各種目の基準
額と実支出額を比較し、選
定額を決定 

現状１（予算執行調査による改善） 

 補助対象経費の見直し 
 予算積算の見直しによる予算額の削減 

 適切な基準額（※２）となるよう交付要綱の見直し 
 基準額の算出方法の簡略化 



現状２（予算額と執行額の推移） 

年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

予算額 ８７１ ７６９ ７７３ ７７７ 

執行額 
（実支出額） 

５５０ ５０４ ５２０ ５０６ 

執行率 ６３．１％ ６５．５％ ６７．３％ ６５．１％ 

見直し後 
【予算額/執行額の推移（単位：百万円） 】 

 平成２２年度の予算執行調査を受けて、平成２３年度から予算の削減を実施 

 しかし、平成２３年度以降の見直し以降も依然として、毎年２億円以上の不用が発生 

 特に予算額の大部分を占める「検査費」の執行率が他の事業費に比べて低い 

【平成２５年度予算額の内訳（単位：百万円）】 
種目 予算額 執行額 執行率 

事業運営費 102 63  62.2% 

定点医療機関報告経費 317 258  81.5% 

検査費 358 185  51.5% 

合計 777 506  65.2% 

【事業運営費】 
○発生動向の把握、情報の公表等に必要な 
  経費（消耗品費、賃金、謝金 等） 
【定点医療機関報告経費】 
○定点医療機関に対する協力費 
【検査費】 
○病原体の検査に必要な経費 

事業運営費 

102百万 

(13%) 

定点医療機関

報告経費 

317百万 
(41%) 

検査費 

358百万  

(46%) 

事業運営費 

定点医療機関報告経費 

検査費 

○予算額の大半は、 

「定点医療機関報告経費」と
「検査費」が占めている。 



 国が負担する金額は、実支出額の
２分の１ではなく、選定額（基準額と
実支出額の低い方）の２分の１である。 

 そのため、一部の自治体では事業
に係る支出額の２分の１以上を負担
している場合がある。 

【基準額を上回る支出が生じている自治体数とその割合】 

年度 ２３年度 ２４年度 
【参考】 
自治体数 
（２４年度） 

都道府県・ 
指定都市 

２１ 31.8％ １９ 28.4％ ６７ 

中核市・ 
保健所設置市 

１１ 22.4％ ６ 12.2％ ４９ 

特別区 １ 4.3％ １ 4.3％ ２３ 

合計 ３３ 23.9％ ２６ 18.7％ １３９ 

（※）実支出額の２分の１以上を負担している場合（都道府県のケース） 

 毎年２億円以上の不用が発生している一方で、一部の自治体では、基準額を上回る支出が生じており、感染症
発生動向調査に係る費用（実支出額）の２分の１以上を負担（※）している自治体がある。（特に都道府県・指定
都市においてその割合が高い。） 

 現行の「検査費」の基準額は、「都道府県・指定都市」、「政令市（指定都市を除く）」、「特別区」ごとに定めている
が、自治体の人口規模を考慮したものとはなっておらず、結果的に人口規模の大きい自治体において、基準額を
上回る支出が生じている傾向が見られる。 

 このような事態が常態化した場合、自治体側で費用抑制の観点から、感染症発生動向調査に必要な病原体の検
査等を差し控える等事業の適正な実施に支障を来すおそれがある。 

課題１（予算執行に関して） 

【検査費の基準額】 

人口500万人以上の自治体か
ら100万人未満の自治体まで
あるが、基準額は一律 
 

※政令市、特別区の人口はすべ
て100万人未満 

（単位：千円）

基準額 実支出額 選定額 国負担分 自治体負担分

事業運営費 2,107 2,300 2,107 1,054 1,247

定点医療機関報告経費 960 720 720 360 360

検査費 7,787 11,000 7,787 3,894 7,107

合計 10,854 14,020 10,614 5,307 8,713



＜例：インフルエンザ＞ 

 病原体情報を収集・分析する目的は、流行している病原体の特性（血清型、遺伝子型、薬剤耐性等）を確認し、
適切な感染症対策を立案することにある。 

 現状、病原体の検査に必要な検体等は、医療機関等からの協力のもと自治体に提供されている。しかし、患者情
報の収集等については、感染症法に明文化されているものの、病原体情報の収集・分析のための医療機関等か
らの検体等の提供あるいは自治体の検査の実施等については明文化されておらず、また、一定の基準もない。 

 そのため、病原体情報の収集・分析等については、自治体ごとにその取組に差が見られ、一部の自治体では、
必要な情報の収集・分析が十分になされていないおそれがある。 

課題２（自治体で行う病原体情報の収集・分析等について） 

注）ウイルス検出数は各都道府県市の地方衛生研究所からの 
  インフルエンザウイルスの分離/検出報告数（2013/14シーズン）である。 
  指定都市等の報告数は都道府県の報告数に含まれている。 
出典：病原体微生物検出情報（IASR）（2014年5月7日時点データ） 
    感染症発生動向調査事業年報（2012年） 

定点当たり患者報告数に比べ、イン
フルエンザウイルスの検出数は、自
治体ごとに大きな差が見られる。 

患者情報の収集 病原体情報の収集 


